































































































齢者の単身世帯化により、単身世帯が増えている。2050 年には全世帯数の約 4 割が単
















































































































































































本格的な生前契約に取り組んだ NPO 法人「りすシステム」をはじめ、NPO 法人「き
ずなの会」や認定 NPO 法人「エンディングセンター」、東京都足立区社会福祉協議会、
弁護士や行政書士のグループなどがある。






















































（4） 葬儀や墓の情報サービス会社「鎌倉新書」が全国の葬祭業者 198 社を対象にした調査（『仏
事』2013 年 2 月号、20–27）によると、葬儀の全体件数の内、家族葬は 32.2％、直葬が
10.4％を占めた。また、冠婚葬祭互助会「くらしの友」編『現代葬儀白書 2010』によると、




（6） たとえば、介護のために会社を辞める介護離職者が年間 10 万人にまで増えたといわれる。
企業には人材流出による業績の低下、介護者本人には収入の不安定化による生活不安、国




ら 1993 年までの 10 年間では 11 件の記事しかない。1995 年に阪神・淡路大震災が起きて
仮設住宅での孤独死が問題になったこともあって、1994 年から 2003 年には 676 件に急増
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するが、2004 年から 2013 年までは 1,330 件へとさらに倍増する。内訳をみると特に 2007
年以降は毎年 100 件以上の記事があり、2011 年には初めて 200 件を超えて 215 件、2012
年 205 件となり、2013 年は 166 件が掲載された。社会的関心の高まりがうかがえる。
（9） 厚生労働省 HP（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_
koureisha/chiiki-houkatsu/）2015 年 10 月 27 日閲覧
（10） 報告書は、「死すべき運命にある人間の尊厳ある死を視野に入れた QOD も射程に入れて、
人生の最終段階における医療の在り方について、国民的な合意を形成していくことが重要」









（13） 全国社会福祉協議会出版部『月刊福祉』2014 年 3 月号 86–89 参照
（14） 佐藤良子、2012,『命を守る東京都立川市の自治会』廣済堂出版。
（15） 市原美穂、2011,『ホームホスピス「かあさんの家」のつくり方』木星舎。  
──── 、2014,『暮らしの中で逝く』木星舎。
（16） 熊本県企画振興部企画課「県民の生涯を通した安心の実現を目指して～これからの墓地行
政のあり方等に係る研究報告書」（2014 年 3 月）
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